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Ⅰ 研究の背景及び目的と方法
１．研究の背景
（１）制度改正でますます重要になる「相談支援専門員」のケアマネジメント力
障害者自立支援法の下、２０１２年の３月までに、障害者支援事業所は、基本的に三障害すべて
の障がいのある人の利用が可能になった。さらに、相談支援体制が整備されつつある中、相談
支援事業所の「相談支援専門員（障がい者ケアマネージァー）」は、多様な障がい種別や幅広い
年齢層の障がい者の相談に対応することになる。地域の障がい者が抱える課題は、生活・教育・
就労・医療等と多岐にわたり、問題は多様化しており、関係者のケアマネジメント力がますま
す重要になっている１）。
障害者自立支援法が開始されて以来、地域における障がいのある人のケアマネジメントは、
地域の事業所の「相談支援専門員」がその役割を担っている。障害者自立支援法下では、サー
ビス利用計画書の策定は、各市町の指定相談支援事業所が挙げた困難事例を中心に実施されて
いたが、実際にこれまで市町に提出された計画書の策定事例はごくわずかであった２）。２０１２年
４月の法改正により、今後、２０１４年までに、障がい者福祉サービスを利用するすべての障害者
に対して、サービス利用計画書の作成が義務付けられるようになる。そこで、「障がい者ケア
マネジメント（以下、「障がい者ケアマネ」と略す）」の重要性はますます高まっている３）。
（２）「相談支援専門員」の資格要件と総合的な力量をつける研修の場の必要性と難しさ
前述のように、新法の下では、サービス利用計画書の策定可能な「相談支援専門員」を配置
し、都道府県からの指定を受けた「指定相談支援事業所」において、「障がい者ケアマネ」を
実施することになり、「相談支援専門員」が重要な役割を果たすことになる。
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「障がい者ケアマネ」の必要性が高まる一方で、それを実施する「相談支援専門員」となる
資格要件については、比較的簡単である。高齢者の介護保険に導入されている「介護支援専門
員（高齢者を対象とするケアマネージヤ―）」は、基礎資格として医療や福祉、リハビリテーシ
ョンなどの国家資格を有し、現場で５年以上の経験がある人を対象に都道府県で実施される認
定試験に合格しなければならない。これに比べて、「相談支援専門員」の資格は、特に試験は
課されない。３年から１０年以上の実務経験を基本に、５日間の「相談支援従事者（初任者）研
修」を受講し、研修の修了書が交付され、「相談支援従事者（初任者）」として認定される４）。
「障がい者ケアマネ」を各地域で実施するためには、障がいのある人の困難性の理解と彼ら
に必要なサービスを発見し、結びつける力、さらには、地域の社会資源に関する幅広い情報提
供ができる等、総合的な力量が問われる。前述のような簡易な養成過程で、「相談支援専門員」
として認定された相談員は、認定後すぐに障がいのある人と家族の抱えているニーズを適切に
アセスメントし、サービスに結びつけることが可能だろうか？また、「相談支援専門員」とな
った人たちは、その後、「障がい者ケアマネ」の力量を、どこでどのようにつけてゆけるのだ
ろうか。
「障がい者ケアマネ」は、知識や技術、そして障害のある人が地域社会の中で生活してゆけ
る支援を行う為の総合的な力量が必要である。一方で、総合的であるが故に、この力量は、一
朝一夕に身に着くものではなく、そのような内容を盛り込んだ研修の場を設定することは、大
変難しいことが予測できる。
以上のような問題提起から、「障がい者ケアマネジメント」の実施に当たり、今後、ますま
す必要となるであろう、「相談支援専門員」が総合的な力量をつけてゆく研修の場、研修内容、
研修方法について、検討してみたい。
本論文では、「障害者」についての表記は、可能な限り、「障害のある人」または「障がい者」
と使用する。ただし、法律用語として「障害者基本法」、「障害福祉計画」など使用されている
ものはそのまま表記する。
１）２０１１年度の坂井地区自立支援協議会事例検討部会で実施された５回の事例検討で取りあげられた事例
は、いずれも問題は多面的であり、複雑化していることを示している（２０１１年度坂井地区自立支援協
議会事例検討部会の会議録参照）
２）例えば、坂井市福祉保健部社会福祉課（平成２４年３月）「坂井市第三期障害福祉計画」ｐ２１のデータ
では、当市の２０１１年度の策定数は、わずか３事例であった。
３）厚生労働省「障害者自立支援法等の改正法の一部施行（平成２４年４月１日）」から
４）厚生労働省「相談支援専門員」と「サービス管理責任者」
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（３）福井県Ａ地区における「Ａ市障害者サービス利用計画書作成モデル事業」および、「ケア
マネジメント事例検討部会」の取組み
前述した「相談支援専門員」が総合的な力量をつけてゆく研修の場、研修内容、研修方法を
検討するに当たり、筆者は、過去５年間、関係者と取り組んできた「事例検討会」を研究対象
として取り上げ、分析を行いたい。
福井県内に設置されている地域自立支援協議会の一つである「Ａ地域自立支援協議会」は、
関係者の障がい者ケアマネジメントの力量を育てる研修の場として、２００９年４月に、「ケアマ
ネジメント事例検討部会」（以下「事例検討部会」と略す）を設置した。そして現在に至るまで、
その運営は、Ａ市とＢ市、両市から委託をうけている「相談支援事業所Ａ」および「相談支援
事業所Ｂ」、アドバイザーとして筆者が担ってきた。
この自立支援協議会内に設置した「事例検討部会」は、一朝一夕に設置に至ったわけではな
く、設置に至るまでに、数年に渡る関係者の準備期間の取り組みがあった。その取り組みとは、
「事例検討部会」の前進としての「Ａ市障害者サービス利用計画書作成モデル事業」（以下、「モ
デル事業」と略す）である５）。
２００６年に障害者自立支援法が施行された翌年、Ａ市の担当者は、今後、「サービス利用計画
書」の作成に伴う、関係者の「障がい者ケアマネジメント」力が重要になることに着目した。
そして、「サービス利用計画書」の作成過程を障がい者支援に関わる人たちで検討することを
目的とした「事例検討会」を立ち上げた。「モデル事業」に伴う必要経費は、Ａ市とＡ市社会
福祉協議会からの捻出をとりつけた。今から考えると、障害者自立支援法の開始と同時に「サ
ービス利用計画書作成」に伴う、地域の関係者のケアマネジメントの力量を向上させる必要性
を強く認識していた関係者たちは先見の明があったといえる。
以上の「モデル事業」の実施運営という経過を経た後、この検討会をＡ市とＢ市で構成する
Ａ地域自立支援協議会において、「ケアマネジメント事例検討部会」として位置付けたのであ
る。そして、以後、この「事例検討部会」は、参加者の総合的なケアマネジメント力をつける
ために必要な「事例検討会」を主軸に置き、実施方法を模索しながら、２０１２年３月でまる３年
間が経過した６）。
（４）「ケマネジメント事例検討部会」と「事例検討会」
本論で「ケアマネジメント事例検討部会」（「事例検討部会」）を用いる場合は、自立支援協
５）坂井市社会福祉協議会（２００８年）「住み慣れた地域で自分らしく生きるために―障がい者のケアマネ
ジメントを考える―」ｐ１１６の「坂井市障害者サービス利用計画書作成モデル事業実施要領」に当モ
デル事業について詳細が記されている。
６）小林明子「大学連携リーグ報告書」（２０１０年３月、２０１１年３月）及び、小林明子（２０１２年３月）「２０１１
年度地域貢献事業報告書」
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議会においていくつか設置されている特別な分野の課題を解決する為に設けられた組織体を指
す。Ａ地域自立支援協議会には、「ケアマネジメント事例検討部会」の他に、「就労支援部会」
や「児童支援部会」等がある。
一方、「事例検討会」について、副田は、“特定のケースの記録情報をもとに、その介入方法
を評価検討し、今後の介入方法を学習するためのものである”７）と説明しており、渡部は、“そ
の実践方法は多様である”８）と述べている。
そこで、筆者は、「事例検討会」は、検討会の参加者が最適だと考える、よりよい学習方法
を検討するという側面を重視してゆくべきだと考え、「事例検討部会」の「事例検討会」の実
践方法を研究対象として取り上げた。
（５）「ケアマネジメント事例検討部会」における「事例検討会」の目的
前述した「相談支援専門員」が総合的な力量をつけてゆく研修の場として、自立支援協議会
内に設置した「事例検討部会」を挙げた。「事例検討部会」は、「事例検討会」の実施を通して、
参加者のケアマネジメント力の向上に寄与すると考える。つまり、本研究対象にしているのは、
あくまでも「自立支援協議会」の「ケアマネジメント事例検討部会」における「事例検討会」
である。そこで、「地域自立支援協議会」内の「相談支援専門員」達が、「事例検討会」に参
加することにより、関係者とネットワークを持ち、当地域の社会資源を改善・開発しながら、
ケアマネジメント技術の向上を行ってゆくことを目指している。
Ａ地域自立支援協議会が実施する「事例検討会」の目的は、関係者で協議し、次の三点とし
た。この目的に関しては、宇佐美・野中らによる先行研究「事例検討会形式によるケアマネジ
メント研修効果の検討」の中で取り上げられているものを応用した９）。
１）事例提供者が、ケアマネジメント技術向上の機会を与えられる場である
事例提供者は、事例のアセスメントをはじめとする一連のケアマネジメント技術を確認す
る機会が与えられるだけではなく、特に、自分の担当ケースのサービス利用計画書を実際に
策定することを通して、記録様式への詳細な記入方法についても学ぶことができる。
２）不特定多数の「事例検討会」参加者が、事例提供者の事例を活用して、ケアマネジメント技
術の向上を効果的に行えるよう、お膳立てされた学びの場である
参加者たちは、事例提供者によって提供された事例の検討を学習の素材として、表４‐１
に示したケアマネジメント力の要素（アセスメント力、個別支援計画作成力、計画の実行力、
７）副田あけみ（２００８）「第６章 専門援助技術の統合化とチームによる対応」北島・白沢・米本編著『社
会福祉士養成テキストブック２ 社会福祉援助技術論（上）』ミネルヴァ書房、ｐ１６８
８）渡部律子（２００７）「気づきの事例検討会」中央法規出版、ｐ２
９）宇佐美千鶴・野中猛（２００５）「事例検討会形式によるケアマネジメント研修効果の検討」『日本福祉大
学社会福祉論集』第１１３号，日本福祉大学社会福祉学部・日本福祉大学福祉社会開発研究所
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モニタリング力、カンファレンス実施力）の向上を目指す。その際に、「事例検討部会」の
運営者たちは、プレ会議において、提供された事例から学習可能な素材を見つけ出し、より
有効な検討会となるよう、準備を行う。
３）参加者の所属する地域自立支援協議会の関係者の相互のネットワークを促進する場である
２．研究の目的および方法
（１）研究の目的
本研究の目的は、Ａ地域自立支援協議会で設置した「事例検討部会」における「事例検討会」
の活動内容の分析を通して、その役割と実施方法を明確にすることである。
自立支援協議会に設置された「事例検討部会」は、障がい者支援を行う「相談支援専門員」
を中心とする関係者の総合的なケアマネジマメント力を高める研修の場として、ますます重要
な場となることが予測される。そこで、その「事例検討部会」をより効果的に運営し、「事例
検討会」の内容を充実させてゆく必要なための方法を明らかにすることは、他地域の自立支援
協議会の「事例検討部会」でも応用が可能である。
つまり、各地域の障害のある人の現状を知ることから始まり、「事例検討会」で取り上げる
「事例」の選択、「事例検討会」の検討内容、実施方法等、各回の「事例検討会」の実施方法
（進め方）と検討内容を普遍化し、提示することとする。
以上から、本研究の目的は、以下三点とする。
１）障害のある人の課題の複雑化、多様化している傾向を示す
Ａ地域の相談支援を受けた（受けようとする）障害のある人の課題を分析し、その傾向を
分析し、地域において「障がい者ケアマネジメント」の対象となる障害のある人の持ってい
る課題が、複雑化、多様化している具体的な傾向を分析する。
２）「障がい者ケアマネジメント」の総合的な力量をつけてゆく「事例検討検会」の実施方法を
提示する
相談支援専門員のケアマネジメント力を高めるために、Ａ地域自立支援協議会の「事例検
討部会」においては、「事例検討会」をその有効な研修の場として、大事にしてきた。そし
て、より有効な「事例検討会」にするために、実施方法や実施内容に改善を加え、試行錯誤
しながら現在の実施方法を確立した。そこで、「Ａ地域自立支援協議会」で実践を積み重ね、
ある程度確立した「事例検討会」の具体的な実施方法を提示する。
３）アンケート結果より、提示した「事例検討会」の実施方法の有効性を示す
「障がい者ケアマネジメント」を行う際に必要となる「相談支援専門員」の総合的な力量
を評価する項目にそったアンケートを実施する。その結果の分析および考察より、「事例検
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討会」の実施方法の有効性を明らかにする。
（２）研究の方法
１）Ａ地域の相談支援事業所及びＡ大学「心理教育福祉相談室」のケースの課題分析
前述した研究課題に取り組むにあたり、福井県「Ａ地域自立支援協議会」における委託相談
支援事業所ＡとＢ、及びＡ大学「心理教育福祉相談室」が取り扱っているケースを分析し、課
題の多様性について示す。
これらの相談機関のケース内容を分析することで、障害のある人の持っている課題が、複雑
化、多様化している現状を示す。
２）Ａ地域自立支援協議会「事例検討部会」の「事例検討会」の実施過程を詳細に分析
現在までに確立したＡ地域自立支援協議会方式の「事例検討会」の具体的な実施方法と実施
内容とは、事例の選定、プレ会議から、「事例検討会」終了後の実施後のアンケートまでの一
連の過程を指す。過去５年間に渡り積み上げてきた「事例検討会」の実施方法と実施内容に関
して、毎回の検討会の一連の実施過程の分析からその項目を整理し、Ａ地域自立支援協議会モ
デルとして提示する。
３）参加者へのケアマネジメント力の向上に関する自己評価アンケートの実施と分析
事例検討会の方法の妥当性を検証するために、「事例検討会」の参加者全員に、最終の検討
会において、ケアマネジメント力の向上に関する自己評価のアンケートを試みた。アンケート
の評価項目は、参加者の基本データおよび障害者ケアマネジメントのテキストの構成要素を中
心に作成した。集計結果は、スピアマンの順序相関係数を用いて分析した。これらの分析を通
して、Ａ地域自立支援協議会「事例検討部会」が５年間かけて確立した「事例検討会」の実施
方法について、その有効性を示した。また、アンケートを通して、総合的なケアマネジメント
力の評価の視点と方法を提示する。
Ⅱ 結果
１．地域の障害がある人の課題の多様化
（１）Ａ地域委託相談支援事業所の相談ケースの分析
１）連絡調整や電話相談による相談者数の増加
相談者数は年々増加傾向にある（図１‐１）。２０年度は１５４人（Ａ７９人、Ｂ７５人）、２１年度は１７６
人（Ａ６７人、Ｂ１０９人）、２２年度は１８８人（Ａ８０人、Ｂ１０８人）である。
増加傾向の大きいＢ事業所を見ると、相談者方法の推移では、各年とも連絡調整の回数が多
く増加も著しい（図１‐２）。次に、電話相談が多く、こちらも増加傾向が見られる。家庭訪問
や他機関訪問も増加しており、他機関訪問については各年１００回以上行っている。
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また、個別支援会議は、Ａ事業所Ｂ事業所とも増えている（図１‐３）。
以下、Ｂ事業所について詳しく分析する。事業所設立の背景から分かるように、移行前は知
的障害者更生施設を母体としていた。Ｂ事業所の相談支援利用者の区分については、知的障害
が最も多い。次に、精神障害が近年増加している傾向にある（表１‐１）。利用者の実人数を見
ると、障害者（成人）が増えてきている（図１‐５）。
２）不安解消・情緒の安定に対する支援の必要性
相談支援内容では、最も多いのが、不安解消・情緒の安定、以下、福祉サービスの利用、家
族・人間関係が続く。この上位三つは数も多く、近年では約４００以上となっている（図１‐６）。
３）多様な課題を抱える事例
今年度、事例検討会であげられた事例は、次の４事例である。いずれも、複数の課題を抱え
る事例であるが、家庭内での課題も大きく影響するなど、一人が複数の複雑な課題を抱え、早
急な支援や長期的な検討が必要なケースが見られる。
（ケース１）入所施設からケアホームに移行している知的障害と自閉症があり、これから就労
支援事業所で一般就労を目指す人。
（ケース２）在宅生活を継続しながら就労を目指している精神障害者の人で、家族内にも精神
障害があり、また、親子関係に課題があると同時に、経済的不安も抱えている。
（ケース３）ひとり暮らしで精神
障害のある人で、地域で生活する
上で困難を抱え、離れて暮らす親
族との関係にも課題がある。
（ケース４）現在深刻な経済的課
題を抱えた家庭内で、養護学校に
在籍しており、本人の就労も含め
た今後について等はもちろん、家
族の精神的不安の解消や高齢家族
の介護等の問題の検討が必要な人。
以下の図表では、委託相談支援
事業所Ａ…精神障害者を主とする
事業所をＡ、委託相談支援事業所
Ｂ…知的障害者を主とする事業所
をＢとする。
図１‐１ 相談者数の推移（実人数）
図１‐２ Ｂ事業所相談方法の推移
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図１‐３ 個別支援会議の推移（件数）
図１‐４ 相談支援利用者の区分（合計人数）の推移（Ｂ事業所）
表１‐１ 事業所利用者の障害分類（Ｂ事業所）
１９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度
障害者 障害児 計 障害者 障害児 計 障害者 障害児 計 障害者 障害児 計 障害者 障害児 計
身体障害 ６ ０ ６ ５ ２ ７ ９ １ １０ １０ ２ １２ １０ ４ １４
重症心身障害 ３ ３ ６ ２ ２ ４ ２ ２ ４ １ ５ ６ １ ２ ３
知的障害 ２３ １４ ３７ ２５ ２６ ５１ ５５ ２２ ７７ ４１ ２２ ６３ ３９ １５ ５４
精神障害 ４ ０ ４ ５ ０ ５ ７ ０ ７ １７ ０ １７ ２４ ２ ２６
発達障害 ０ ４ ４ ０ ６ ６ ０ ３ ３ ２ １ ３ ３ ０ ３
高次脳機能障害 １ ０ １ １ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
その他 ０ ０ ０ １ ０ １ ４ ４ ８ ４ ３ ７ ６ １ ７
実人員 ３７ ２１ ５８ ３９ ３６ ７５ ７７ ３２ １０９ ７５ ３３ １０８ ８３ ２４ １０７
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図１‐５ 実人数の推移（Ｂ事業所）
図１‐６ 支援内容分類（Ｂ事業所）
図１‐７ 個別支援会議（回数）（Ｂ事業所）
２０年 ２１年 ２２年 ２３年
福祉サービス利用 ３７８ ４３２ ４３９ ４３９
障害や病状の理解 ２００ １９１ ２４０ ２６５
健康・医療 １０３ １８７ ２３５ ３３０
不安解消・情緒の安定 ６４ ３６９ ５５３ ５８７
保育・教育 ８５ １８６ ２０２ １４５
家族・人間関係 ２０５ ２９５ ３８９ ４０２
家計・経済 １６７ ２１０ ２６４ ２８５
生活技術 ２５９ ２５１ ２３４ ３１７
就労 １８３ １８４ １７０ １４３
社会参加・余暇活動 １４０ ２７０ ４３４ ３３１
権利擁護 ４５ ８０ １４０ ５９
その他 ９ ２０ ２ ２
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２．Ａ大学「心理教育福祉相談室」における取り組みの実績の分析
１）相談依頼件数は、毎年、平均８０件程度増加している。面談が最も多く、次にメールでの相談
が多い。相談室で依頼した障がいのある当事者とのピアカウンセリングも実施されている。
（表２‐１）
２）相談依頼者は、約半数を占める保護者に次いで、教員や相談支援事業所の相談員が挙げられ
る。相談支援事業所職員等施設職員からの依頼は、ここ数年の傾向である（表２‐２、図２‐
１）。
３）相談依頼の対象者の年齢と性別を見ると、高校生までの児童が約半数を占め、その約７割は
男性である。また、２０代の青年期の相談者は２５名と全体の約３割近くを占め、その約８割は
男性である。５０代以上の相談対象者は約１割おり、その約９割は女性である。（表２‐３）
４）相談対象者の障がいの種類は、発達障害のある人が約半数を占め、精神や身体の障害がある
人はそれぞれ６％である。（表２‐４）。
５）相談内容は、発達障害に関することが約４０％、続いて、不登校や登校しぶり、その他学校で
の問題といった学校に関することが、２割を超えている（表２‐５、図２‐２）。
６）その他、仕事に関することや、障害のある人の日常生活についてが挙げられらる。
７）個々の事例については、
ケース１ 現在就労について課題のある、抑うつ状態が長く続いている人
ケース２ 発達障害があり現在養護学校に在籍しているが不登校気味。いじめを受ける等の経
験があり友人関係の構築が難しく、同時に身体症状も訴えている生徒に対応する学校の相談担
当教員といった多面的な支援が必要と思われる事例がある。
表２‐１ 相談依頼件数及び相談回数
２１年 ２２年 ２３年 計
依頼件数（件）
新規 ３０ ２７ ２３ ８０
継続 ２３ １９ １３ ５５
面談（回）
新規 ３４ ３９ ４９ １２２
継続 ７１ ５５ ５７ １８３
ピアカウンセリング（回）
新規 ２ ４ ２ ８
継続 ２８ １ ５ ３４
電話（回）
新規 １０ ３ ３ １６
継続 ３０ ２ ５ ３７
メール（回）
新規 １０ １ １６ ２７
継続 ２２ １７ ２７ ６６
計
新規 ８６ ７４ ９３ ２５３
継続 １７４ ９４ １０７ ３７５
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表２‐２ 相談依頼者（人）
表２‐３ 相談依頼の対象者年齢と性別（人） 表２‐４ 相談対象者区分（件）
図２‐１ ２１年～２３年合計
２１年 ２２年 ２３年 計
本人 ４ ６ ５ １５
保護者 ２０ １０ ９ ３９
教員 ６ ４ ３ １３
その他
（相談支援事業所
職員他）
７ ６ １３
不明
計 ３０ ２７ ２３ ８０
２１年 ２２年 ２３年 計
０歳～就学前
男 １ １ ２
女
小学生
男 ９ ２ ３ １４
女 １ ２ ３
中学生
男 １ ３ ４
女 ３ ３
高校生
男 ８ ４ １２
女 ３ ２ ５
高卒以上及び
２０歳代
男 ６ ５ １０ ２１
女 １ １ ２ ４
３０歳代
男 １ １ １ ３
女 １ １ ２
４０歳代
男
女
５０歳代以上
男 １ １
女 ２ ３ ２ ７
不明 １ １
計 ３１ ２７ ２４ ８２
２１年 ２２年 ２３年 計
身体障害 ２ １ ２ ５
知的障害
精神障害 ２ １ ２ ５
発達障害 ２２ １２ １１ ４５
疾病 １ １
一般 ５ １３ ７ ２５
計 ３１ ２７ ２３ ８１
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３．「事例検討部会」活動概要と各回の「事例検討会」の構成要素
（１）「事例検討部会」の１年間の活動概要
２０１０年度から隔月で年６回の「事例検討部会」を開催し、５回は「事例検討会」、一回は知
識を高める研修会とする現在のあり方が定着してきている。ここでは２０１１年度の１年間（２０１１
年４月～２０１２年３月）に実施した「事例検討会」の内容について分析する。
各回の事例検討では、主に、新たなケースの検討を実施したが、最終の検討会では、過去の
ケースのモニタリングを提示した。また、各回の内容に応じて、行政、事業所、医療、教育、
就労等の機関および、福祉・医療・教育の専門的なアドバイスが行えるアドバイザーが参加し、
より幅広い視野での「事例検討会」とした。一回の事例検討部会には、１ヵ月前に必ずプレ会
議を実施した。
（２）定例の「事例検討会」の実施方法とその特徴
１）綿密なプレ会議を実施する意義
Ａ地域自立支援協議会が実施する「事例検討会」の運営で最も重視しているのは、実施前の
プレ会議である。関係者は、過去の数年のモデル事業の実践経験から、関係者がすべて一堂に
会して実施する綿密なプレ会議が果たしている役割の重要性を認識し、当日の事例検討をより
充実したものにするために、プレ会議には、次のような検討項目が挙げられた。
①プレ会議の構成者：
各回の事例検討部会の前には、関係者間でプレ会議を開く。会議の参加者は、委託相支援
表２‐５ 相談内容（件）
図２‐２ ２１年～２３年合計
２１年 ２２年 ２３年 計
子育て ３ １ ４
家族関係 １ １ ２
不登校・登校しぶり ４ ３ ３ １０
その他学校での問題 ２ ６ ６ １４
言語・知的遅れ １ １ ２
発達障害 ２０ １１ １０ ４１
仕事のこと ５ ４ ９
障がいのある人の自立生活 ３ １ ５ ９
問題行動・不適応 ３ ３
精神科症状 １ ３ １ ５
こころの悩み １ ２ １ ４
その他 １ １ １ ３
計 ３６ ３４ ３６ １０６
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事業所の担当者各２名～３名、Ａ市・Ｂ市担当者各１～２名、アドバイザー１名、事例提供
者および関係者１～３名で、１０名前後で実施される。
②プレ会議の検討事項
効果的な事例検討会を実施するために、プレ会議で準備する内容は次の４点である。
ａ）事例提供者に事例の概要を説明してもらい、事例のケアマネジメントを行うにあたり、
悩んだことや検討会参加者に一緒に考えてもらいたいこと等を参考に、当日のグループ
での検討課題をいくつか抽出する。
ｂ）事例の特徴から、そのケースの理解を深めるための基礎資料の作成準備を確認する。
ｃ）事例に出てくる特徴的なキイワード、例えば障害（疾病）、支援に関わる専門用語、福
祉や医療の制度等を抽出し、各専門家に当日の説明と資料の作成を依頼する。
ｄ）全国で共通に使用されているアセスメント用紙に加えて、Ａ地域自立支援協議会で導入
しているエコマップとミスポジションの記録用紙の記入作成のアドバイスを行う。
２）「事例検討会」の開催頻度と開催時間、場所
①検討会の開催頻度と時間
事例検討部会の開催頻度は、隔月で年間６回とした。そのうち一回は「研修会」、残り５
回を「事例検討会」とした。会の前月を本会議の準備のためのプレ会議日にあてた。開催時
間は、参加者にアンケートをとり、最も参加者が出やすい時間帯として、隔月の第三金曜日
の１９：００－２１：００とした。アンケートで、各回やや時間をオーバーすることが指摘されたの
で、少しだけ時間を延長し、１９：００－２１：１５と変更した。
②場所：開催場所は、基本的にどの地域からもアクセスしやすい当地域の中心部にあたる市役
所の会議室とした。
３）当日の流れ
①事例に関わる専門用語の説明：最初に、取り上げた事例に関わる制度や専門用語を各専門家
から説明してもらい、事例を通して、関係する知識を深めた。病気や障害については、医療
や心理の専門家に依頼し、制度面については、行政の担当者に説明をお願いした。
②事例の紹介：できる限り当事者または家族に参加を促した。それができない時は、映像など
を交えて、より視覚的に、具体的に理解できるように準備した。
③グループでの話し合い：その後、各グループでの話し合いを４０－５０分行う。その時に話し合
うテーマは、事前にプレ会議で設定しておいた。グループメンバーは相互理解を進め、今後
のネットワークに繋がるよう、グループの参加者の自己紹介から始めることとした。司会者、
記録者、発表者は、毎回くじ引きで決定した。
④発表：各グループ１－２分の発表を行った。グループ数が多いときは、すべてのグループで
はなく適宜選び、発表数を絞り、終了時間を厳守した。
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⑤講評：講評は、１０分程度、アドバイザーが行った。可能な限り、各ケースに適した専門家に
アドバイスを依頼した。
⑥情報提供：毎回、参加者の中から、自分たちの事業所で企画している催しや研修会、宣伝な
どを行う時間を設けた。毎回何らかの情報提供があり、有効活用できている。
⑦感想用紙記入し、回収して終了。感想用紙の集計、分析したものは、次回の検討会の時に、
参加者名簿とともに、配布される。
４）グループでの話し合いの時間
参加者全員が毎回異なるグループでの話し合いを実施する。グループ分けは、同じ事業所の
メンバーが固まらないように配慮し、１グループは５－６名とした。また、毎回、名刺交換を
行い、ネットワーク作りの機会とした。また、決められたテーマに沿って、意見交換、発表を
行う。このテーマは、プレ会議にて、毎回の事例の特徴から得られる特徴的な課題を検討し、
１－２課題を事前に準備した。
５）アドバイザーの依頼
「事例検討会」においては可能な限り、行政、事業所、医療、教育、就労等の機関および、
福祉・医療・教育の専門的なアドバイスが行える専門家のアドバイザーを依頼した。
６）事例の対象者の特徴
事例は、次のような視点で選んでいる。
①昨年までの「ケアプランサービス利用計画策定費用」の対象者。
②障がい種別は、年間で重ならないように調整した。
③新たな事例検討に加え、過去の事例のモニタリングを実施した。
④可能な限り、事例の当事者や家族に検討会に参加してもらうよう交渉した。
⑤地域移行の事例は積極的に取り上げた。
７）自己評価アンケートの実施
年度末に自己評価のアンケートを実施した。アンケートは、参加者のケアマネジメント力向
上のために抽出した項目の自己評価のアンケートを用いた。アンケートについての詳細は後述
する。
８）福井県Ａ地区で共通の障害者ケアマネジメントのための記録用紙を改善・開発
９）「事例検討会」の中で抽出された課題は、地域自立支援協議会に提案し、解決策を検討する
よう提案する。
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４．参加者へのケアマネジメント力の自己評価アンケート結果
（１）自己評価アンケートの実施の目的
前述したように、ケアマネジメント力は、総合的なものである。そこで、自分のケアマネジ
メント力が向上したかどうかを測定するために、参加者全員に、障がい者ケアマネの構成要素
（表４‐１参照）について、アンケートを用いて、自己評価をしてもらった。
自己評価のアンケートは、参加者が自分のケアマネジメント力がどの程度向上したのかを主
観的に判断してもらうために実施した。アンケートの構成要素は、障害者ケアマネジメントの
テキストの主項目である。以下に、アンケートの分析結果を示す。
（２）アンケート概要
１）調査対象：２０１０年度末までの事例検討会参加者すべて４６名（回収率８６％）
２）調査時期：２０１１年３月
３）調査方法：最終回にアンケート用紙を配布し、記入後回収した。欠席者については、メール
により、アンケート用紙を配布し、メールで返信してもらった。
４）主たる調査項目：参加者のケアマネジメント力向上の検証・評価の指標（項目）は、相談支
援従事者研修のテキストの①知識、②技術の中から関係者が協議し、２３項目を抽出した。
５）分析方法：
①５段階の順序尺度と２３の自己評価項目を用いてスピアマンの順序相関係数を分析した。
②評価項目をいくつかの要素の束に集約するために、主因子法で因子分析を行い、バリマック
スの回転法を用いた。
（３）「２０１０年度 ケアマネジメント力自己評価アンケート」分析結果
自己評価票は、基本データと次の障害者ケアマネジメントの８つの構成要素から成り立って
いる。これを表４‐１のように、５つの大項目（アセスメント力／個別支援計画作成力／計画
表３‐１ ２０１１年度Ａ地区自立支援協議会の実施状況（筆者作成）
日 時 会 議 名 アドバイザー
２０１１年５月２７日 第１回ケアマネジメント事例検討部会会議 Ｋ（Ａ大学）
２０１１年７月１５日 第２回ケアマネジメント事例検討部会会議
Ｉ・Ｋ（Ａ大学）
Ｙ（Ａ病院／ＰＴ）
２０１１年９月１６日 第３回ケアマネジメント事例検討部会会議 Ｋ（Ａ大学）
２０１１年９月２９日 第１回精神障害者支援部会 Ｈ・Ｋ（Ａ大学）
２０１１年１１月１８日 第４回ケアマネジメント事例検討部会 研修会 Ｋ（Ａ大学）
２０１２年１月２０日 第５回ケアマネジメント事例検討部会会議 Ｓ・Ｋ（Ａ大学）
２０１２年３月５日 第２回精神障害者支援部会 Ｋ（Ａ大学）
２０１２年３月１６日 第６回ケアマネジメント事例検討部会会議 Ｋ（Ａ大学）
地域の「障がい者ケアマネジメント力」向上を担う「事例検討会」の役割
―６７―
の実行力／モニタリング力／カンファレンス実施力）のケアマネジメント力としてまとめ、そ
れぞれの構成要素をさらに、３つから６つの小さな構成要素で分類した。それぞれの要素は、
表４‐１のように構成要素としてまとめた。
１）基本データ
表４‐２および図４‐１から図４‐６に示すように、性別、年代、職種、討論会参加年数、今
年度の参加回数、支援計画の作成経験以上６つの項目を基本データとした。結果は次のようで
あった。
①性別：性別については男性が過半数を超えた。
②年代：年代は３０代が最も多く、２０代から４０代の人が全体の４分の３以上を占める結果となっ
た。６０代が１４．３％を占めているのも特徴の１つである。
③職業：職業については、もっとも多いのが介護職の２５．０％であり、次いで相談職が２０．５％と
なった。医療職は４．５％である。その他の職種として、生活指導員、生活支援員、個別支援
員、就労支援員、サビ菅、ＮＰＯ理事、調理師等があげられる。
④検討会参加年数：検討論会参加年数は１年目、２年目の人が全体の４分の３以上を占めてお
り、３年以上続けて参加している人は、全体の約５分の１に及ぶ。
⑤今年度の参加回数：今年度の参加は、１回のみの人が４分の１、６回全て参加している人が
４分の１を占めている。
⑥支援計画の作成について：『日常的に行っている』が２７．９％、『過去に行ったことがある』、
『勉強のために行うことがある』、『たまに行う』が合わせて４６．５％、『全く行わない』が２５．６％
となった。
２）各構成要素の自己評価（単純集計）
各構成要素のケアマネジメント力の自己評価について分析は、次のような結果となった。（図
４‐７から図４‐１０参照）
表４‐１ ケアマネジメント力の要素（筆者作成）
１ アセスメント力
情報収集力／コミュニケーション力／情報整理力／障害分析力／社
会関係分析力／ニーズ導出力
２ 個別支援計画作成力
目標設定力／計画策定力／課題解決サービス・資源発見力１／幅広
いサービス・資源発見力２／サービス資源提供力
３ 計画の実行力 ネットワーク形成力／マネジメント力／調整力
４ モニタリング力
客観的分析力／総合認識力／継続的チェック力／品質確認能力／再
アセス力
５ カンファレンス実施力 記録力／発表力／司会力／発想力
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①アセスメント力（専門的な知識・技術・態度にもとづいた情報の収集・整理・分析に関する力）
「コミュニケーション力」、「情報収集力」において、高く評価されているが、分析、情報
整理に関する力において、高く評価している人は少ない。また、それぞれの能力において、
３割以上の人が力が弱いと感じている。
②個別支援計画作成力（アセスメントに基づき利用者と提供されるべきサービスや支援である
社会資源を結びつけ、またストレングスも活用し計画を作成する力）
「サービス・資源発見力１」に関する評価が最も低い。
③計画の実行力（個別支援計画に基づき、サービスや支援、インフォーマルな資源を、利用者
と繋げていく力）
「調整力」において、力が弱いと感じている人が多く、「ネットワーク形成力」、「マネジ
メント力」において、『やや力がある』と感じている人は３割未満であった。
④モニタリング力（本人の状況や社会状況の変化によってニーズが変化していないかを確認、
継続的・定期的にチェック、フォローアップする力）
最も高く評価されているのは「客観的分析力」であったが、「再アセスメント力」におい
て力が弱いと感じている人が多かった。
⑤カンファレンス実施力
「司会力」において、力が弱いと感じている人が過半数を占めたが、「記録力」における
評価が最も高いと感じている。
３）スピアマンの順序相関係数を用いてアンケートの集計結果
次に、スピアマンの順序相関係数を用いてアンケートの集計結果を分析した。（表４‐３、
表４‐４参照）
①全体のまとめ
その結果、５段階の順序尺度（「ほとんどない」「あまりない」「どちらともいえない」「ややあ
る」「大変ある」）と２３の自己評価項目（情報収集力、コミュニケーション力など各項目）は互
いに密接に関わり合っていることが分かる。
これらの分析は、スピアマンの順序相関係数によって、★★＝１％水準で有意な相関が１３１個、
★＝５％水準で有意な相関が５２個、なし＝有意な相関を示さなかったものが４７個であったこと
から検証できた。
また、２３の評価項目のほとんどには、正の相関関係がある。トレードオフの関係ではなく、
１つの項目において評価が高まればまた別の項目における評価も高まるというように、互いに
強め合う関係であることがいえる。
②３つの変数について
ａ）年代、検討会参加年数、今年度の検討会参加回数の３つの変数と評価項目は正の相関関
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係であることが分析できる。（Ｒ＝相関係数／Ｐ＝有意確率）
ｂ）年代（５段階）
「品質確認力」においてＲ＝０．３３１／Ｐ＝０．０３０
以上の結果から、年代が上がり、経験を積むに連れて、品質確認力において自信を持つ
ことのできている人が多い。
ｃ）検討会参加年数（４段階）
「マネジメント力」においてＲ＝０．３０４／Ｐ＝０．０４７
「司会力」においてＲ＝０．３３６／Ｐ＝０．０２８
以上の結果から、検討会参加年数の長い人ほど、マネジメント力と司会力に自信を持っ
ている人が多い。
ｄ）今年度の検討会参加回数（６段階）
「情報収集力」においてＲ＝０．４６７／Ｐ＝０．００１「情報整理力」においてＲ＝０．３６５／Ｐ＝０．０１５
「社会関係分析力」においてＲ＝０．３２１／Ｐ＝０．０３４
以上の結果から、検討会への参加回数が多い人ほど、情報収集力・情報整理力・社会関
係分析力に自信を持っている人が多い。中でも、「情報収集力」における相関は１％水準
（１００分の１）であることから、有意である可能性が高く、より確実に相関関係にあるこ
とがいえる。多職種が１つの会議に参加し、互いのもつ情報や専門知識、それぞれの立場
からの視点・意見を共有することで、互いが情報収集・整理力、本人と社会関係を分析す
る力を鍛え合うことができたのではないかと考えられる。
③５つの因子分析の結果から
ａ）因子分析とは、複数の要素をより少ない要素の束に集約する分析方法である。
今回、１７の評価項目をいくつかの要素の束に集約するために、主因子法で因子分析を行
い、バリマックスの回転法を用いた。その結果、固有値が１以上である因子が５つ抽出さ
れた。
ｂ）プラスの大きな値は、５つの因子の性格を解釈する重要な要素であることがいえる。
その結果、因子分析によってまとめ直された５つの因子は、元の調査票の５グループの
分け方にほぼ対応していることがいえる。
ｃ）第１因子の固有値が最も大きい。
第１因子において、①サービス・資源発見力１ ②サービス・資源発見力２の値が大き
い。これは、「個別支援計画作成力」に対応していると考えられる。
しかし、サービス・資源発見力１・サービス・資源発見力２のほかにも、情報収集力／
コミュニケーション力／社会関係分析力／ニーズ導出力／発想力は０．５以上の大きな値の
要素があり、完璧に対応しているとはいえない。
福井県立大学論集 第４０号 ２０１３．２
―７０―
個別支援計画作成力は、２つのサービス・資源発見力を中心にとして成り立ち、ケアマ
ネジメント力を構成する１７の項目の中で 固有値が１１．３１４ととび抜けて大きく、主要な束
であることがいえる。
個別支援計画作成力は、２つのサービス・資源発見力を含むその他の重要だと考えられ
ている力に加え、アセスメントに関する力や発想力と結びつき絡み合って構成されている
可能性が高いことが考えられる。
ｄ）第２因子として、①継続的チェック力 ②再アセス力 ③総合認識力 ④客観的分析力
の値が大きい。
これらは「モニタリング力」に対応していると考えられる。
ｅ）第３因子として、①調整力 ②ネットワーク形成力 ③ネットワーク形成力 の値が大
きい。これは「計画の実行力」に対応していると考えられる。
ｆ）第４因子として、①発表力 ②司会力 ③記録力 の値が大きい。
これは「カンファレンス実施力」に対応していると考えられる。
ｇ）第５因子として、①障害分析力 ②情報整理力 ③コミュニケーション能力の値が大きい
これは「アセスメント力」に対応していると考えられる。このことから、元の調査票の
グループの構成の仕方にほぼ対応していることがいえる。第１因子と比べて固有値が低い
ため、グループ分けをする上での有力さには劣る。だが、値の大きい要素は、互いに影響
を与え合う関係にある大切な要素であることが分かる。
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表４‐２ 基本データ
平成２２年度坂井地区障害児者自立支援協議会事例検討部会
参加者へのアンケート集計結果
回答いただいた方について 計 ４３名
性 別
男 ２４
女 １８
不明 １
年 齢
２０代 １２
３０代 １３
４０代 ８
５０代 ３
６０代 ３
不明 ４
出席回数
１回 １１
２回 ５
３回 ８
４回 ５
５回 １４
職 種
不明 １１
障碍者支援員、生活支援員 ５
就労支援員 ４
行政 ４
相談員 ３
訪問介護 ３
精神保健福祉士 ３
指導員・生活指導員 ３
学生 ２
社協職員 １
相談支援専門員 １
個別支援員 １
保健師 １
サービス管理責任者 １
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図４‐１ 性別
図４‐３ 職種
図４‐４ 検討会参加年数
図４‐２ 年代
図４‐５ 今年度の検討会参加回数
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図４‐６ 支援計画の作成
図４‐７ 「アセスメント力」の要素への自己評価
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図４‐８ 「計画の実行力」の要素への自己評価
図４‐９「モニタリング力」の要素への自己評価
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図４‐１０ 「カンファレンス実施力」の要素への自己評価
表４‐３ 初期の固有値
合計 分散の％ 累積％
１ １１．３１４ ４９．１８９ ４９．１８９
２ ２．１５７ ９．３８ ５８．５６９
３ １．９０２ ８，２６９ ６６．８３９
４ １．１９５ ５．１９７ ７２．３０５
５ １．００３ ４．３６２ ７６．３９７
福井県立大学論集 第４０号 ２０１３．２
―７６―
表４‐４ 回転後の因子行列
因子
１ ２ ３ ４ ５
情報収集力 ０．６２４ ０．１８５ ０．２８５ ０．３３４ ０．４８３
コミュニケーション力 ０．５２１ ０．４３１ ０．２１１ ０．０６８ ０．５０５
情報整理力 ０．４４３ ０．１３２ ０．３１ ０．３１９ ０．５５３
障害分析力 ０．１４９ ０．２８１ ０．５０８ ０．１８ ０．５９８
社会関係分析力 ０．６５９ ０．２９ ０．２２１ ０．１５３ ０．２９３
ニーズ導出力 ０．７０１ ０．２２１ ０．０２ ０．１４７ ０．５５２
目標設定力 ０．２０１ ０．５２３ ０．９５ ０．２７６ ０．５２９
計画策定力 ０．２９４ ０．５２２ ０．２７３ ０．２３３ ０．３０９
サービス・資源発見力１ ０．８１ ０．２０６ ０．２７５ ０．１３９ ０．０６６
サービス・資源発見力２ ０．７７５ ０．３０７ ０．１７５ ０．０４８ ０．０８９
サービス・資源提供力 ０．２２８ ０．１４９ ０．７１７ ０．３０２ ０．２６１
ネットワーク形成力 ０．２４３ ０．２８４ ０．７１１ ０．１９３ ０．１１７
マネジメント力 ０．２３３ ０．４４ ０．６２１ ０．２８９ ０．１２２
調整力 ０．２８ ０．２２６ ０．７２７ ０．２８９ ０．１６５
客観的分析力 ０．３０９ ０．６０６ ０．０５５ ０．００９ ０．２８７
総合認識力 ０．２９７ ０．７９１ ０．１８ ０．０４９ ０．１８９
継続的チェック力 －０．００６ ０．８０６ ０．２９７ ０．０３４ ０．１５
品質確認力 ０．２６８ ０．４９５ ０．４６３ ０．１９８ －０．１１７
再アセス力 ０．１６５ ０．８ ０．１７９ ０．１３８ ０．０１６
記録力 ０．２３１ ０．０４８ ０．２７５ ０．５４９ ０．１６６
発表力 ０．１７４ ０．０８５ ０．１８３ ０．８５４ ０．１２１
司会力 ０．０８５ ０．１４９ ０．２３３ ０．７７９ ０．０９１
発想力 ０．５４７ ０．０３４ ０．２０８ ０．２４９ ０．０５８
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Ⅲ まとめと考察
各圏域での「自立支援協議会」は設置が義務化され、地域における障害者支援の場として、
今後ますます重要になってくる。そこで、各地域に必ず存在する「自立支援協議会」が、地域
のすべての障害者支援事業所の「相談支援員」を含んだ関係者のケアマネジメント力を高める
ための研修の場を設置することは、理に叶っていると思われる。
本研究では、福井県「Ａ地域自立支援協議会」の「事例検討部会」で実施されている「事例
検討会」の実践内容を手掛かりに現状分析を行い、それを基に提案を導き出した。
１．地域の障害のある人の相談の実態分析
第一に、Ａ地域委託相談支援事業所の相談ケース及び当地域に位置するＡ大学「心理教育福
祉相談室」で扱われている障害のある対象者の実態についての分析を行い、相談者の障害や年
齢の多様化、相談内容の多様化、複雑化を示した。
２．「Ａ地域自立支援協議会型事例検討会モデル」の提示
「地域自立支援協議会」において実施される「事例検討会」を「相談支援専門員」の総合的
なケアマネジメント力を高めるための研修の場として、より有効活用するために、「Ａ地域自
立支援協議会」の「事例検討部会」で行ってきた「事例検討会」の実施方法と内容を、「Ａ地
域自立支援協議会型事例検討会モデル」として提案する。
（１）「Ａ地域自立支援協議会型事例検討会モデル」の提案
１）年間の予定と概要
・隔月で年５回の検討会と前月の本会議の準備のためのプレ会議を５回実施。
・各回の事例検討では、新たなケースの検討と過去のケースのモニタリングを実施。
・各回の内容に応じて専門的なアドバイスが行えるアドバイザーを配置。
・開催時間は、今年度から、隔月の第三金曜日の１９：００－２１：１５。
・会議の会場は、当地域の中心部にあたる市役所の会議室とする。
２）プレ会議の実施
・実施前に行う綿密なプレ会議は、委託相支援事業所の担当者、市役所担当者、アドバイザ
ー１名、事例提供者および関係者で実施され、コーディネートは、委託相談支援事業所が
担う。
・プレ会議の検討事項は、当日のケース内容の確認と当日の検討課題、ケースの理解を深め
るためのキイワードや事例に関わる障害（疾病）、支援に関わる専門用語、福祉や医療の制
度等を抽出し、専門家に当日の説明と資料の作成を依頼。障がい者ケアマネジメントのア
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セスメント用紙及び、エコマップとミスポジションの記録用紙の記入作成のアドバイス。
３）会議当日の流れ
１９：００～０５：主催者の説明
１９：０５－１５：事例に関わる専門用語の説明：
１９：１５－５０：事例の紹介と事例への質疑：障がい者ケアマネジメントのアセスメント用紙及
び、エコマップとミスポジションの記録用紙（できる限り当事者に参加を依頼。
無理な場合、映像などを交えてより視覚的に）
２０：５０－３５：グループでの話し合い：自己紹介後、司会者、記録者、発表者を、くじ引きで
決定し、プレ会議で設定したテーマに沿って話し合う。
２０：３５－２０：５０：各グループ１－２分の発表。グループ数が多いときは、数グループ。
２０：５０－２１：００：アドバイザーによる講評：
２１：００－２１：０５：参加者が催しや研修会、宣伝などを行う。
２１：０５－２１：１５：感想用紙記入し、回収して終了
４）事例の対象者の特徴
事例は、多様な障がい種別や課題が重ならないよう調整し、新たなケースの検討に加え、
過去のケースのモニタリングを実施。可能な限り事例の本人や家族に会議に参加してもらう
よう促す。地域移行の事例を積極的に取り上げる。
５）自己評価アンケートの実施
年度末に自己評価のアンケートを実施する。アンケートは、参加者のケアマネジメント力
向上のために抽出した項目の自己評価のアンケートである。
６）事例検討会部会で抽出された課題を地域自立支援協議会に提案し、解決策を検討する。
３．ケアマネジメント力を構成する様々な要素は相互に関係し合って高まる
次に、「Ａ地域自立支援協議会」の「事例検討部会」で取り組んできた「事例検討会」につ
いて、検討会の運営の在り方について及び参加者のケアマネジメント力の自己評価アンケート
による評価及び分析した。
２０１１年の年度末に実施した参加者へのケアマネジメント力向上に関するアンケートから、ケ
アマネジメント力は、「事例検討会」への参加頻度と関係性があり、また、ケアマネジメント
力を構成する様々な要素は、相互に関係し合って、高まってゆくという結果が得られた。多職
種が１つの会議に参加し、互いのもつ情報や専門知識、それぞれの立場からの視点・意見を共
有することで、互いが情報収集・整理力、本人と社会関係を分析する力を鍛え合うことができ
たと考えられた。また、因子分析から、第１因子は「個別支援計画作成力」①サービス・資源
発見力１②サービス・資源発見力２に対応している。第２因子は、「モニタリング力」①継続
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的チェック力②再アセス力③総合認識力④客観的分析力の値が大きかった。第３因子の「計画
の実行力」は、①調整力②ネットワーク形成力の値が大きかった。第４因子の「カンファレン
ス実施力」は、①発表力②司会力③記録力の値が大きかった。第５因子の「アセスメント力」
は、①障害分析力②情報整理力③コミュニケーション能力の値が大きかった。以上から、これ
らの要素は、互いに影響を与え合う関係にある大切な要素であることが考察でき、事例検討会
に継続的に参加することで、ケアマネジメントに必要な総合的な力量が高まることが示された。
４．今後の課題
本研究で取り上げた、地域の相談支援専門員のケアマネジメント力を高めてゆくための「事
例検討会」の有り方についての検討は、まだまだ課題も多い。
第一に、モデルとして提案した「事例検討会」の実施方法の有効性の検証についてである。
「事例検討会」をより有効な研修の場としてゆくための検討会の実施内容や方法をＡ地域自立
支援協議会型モデルとして提案し、このモデルの有効性の検証は、２０１１年度の検討会参加者へ
の自己評価アンケートを実施することを通して行った。このアンケートにおいて、一定の成果
を出すことができた。しかし、さらに詳細な検証を行う為には、このアンケートは、経年で、
また、参加者を特定して、比較評価を実施する必要がある。できれば、今後、このような視点
で、検証を行う機会をもちたい。
第二に、本研究対象にしているのは、あくまでも「自立支援協議会」の「ケアマネジメント
事例検討部会」における「事例検討会」である。そこで、参加者のケアマネジメント力が前年
度に比べて向上したかどうかの自己評価を参加者の「事例検討会」への参加頻度や参加意識と
合わせて分析している。
「事例検討会」の参加者は、年々増えていると同時に、職場が変わり、ケアマネジメントを
仕事として必要としなくなった参加者は、参加を中止している。そこで、このような参加者の
動向を踏まえた分析が必要となる。
第三に、前述したように、近年、提供された事例に見られるように、事例内容の複雑さから、
検討会で多くの考え方が示されるが、明確な答えが出ないものも多い。
さらに、事例検討会を継続して実施する為に、関係者間のネットワークと熱意、予算等が継
続して必要である。
最後に、「事例検討会」を通して明らかとなった地域の課題は、そのままでは、解決に至ら
ない。そこで、「地域自立支援協議会」への提言を行い、各地域において、社会資源の開発や
改善を推進するための一助とする必要もある。
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